
　
市
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に
関
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さ
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。

　
ま
た
、
給
与
の
改
定
は
、
国
の
人
事
院
勧
告
に
準
じ
て
行
っ
て
い
ま
す
（
国
の
場
合
は
、
人
事
院
が
国

家
公
務
員
の
給
与
を
民
間
の
給
与
水
準
と
均
衡
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
に
行
う
勧
告
に
基
づ
き
、
毎
年
度
改

定
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
）
。

　
今
月
号
で
は
、
皆
さ
ん
に
よ
り
一
層
ご
理
解
を
い
た
だ
く
た
め
、
市
職
員
の
給
与
な
ど
の
状
況
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。
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◇平均給与・初任給など
年齢と給料・給与の平均 日現在）

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

※ 『平均給料月額』は、職種ごとの基本給の月額平均。『平均給与月額』は
給料と扶養手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計した月額平均。

初任給 日現在）
区　分 登別市 国
大学卒
高校卒

経験年数別・学歴別平均給料月額 日現在）

区　分

一般行政職の級別職員数 日現在）

標準的な
職務内容 担当員 担当員 主任 主査・

主任　 主幹

退職手当 日現在）

区　分 登別市 国自己都合退職 勧奨・定年退職

同じ

◇職員の手当
期末手当・勤勉手当 日現在）
区　分 登　　別　　市 国

期末 勤勉 同じ

※期末・勤勉手当は、民間企業のボーナスにあたります。
※ 
ます。
※職務の級などによる加算措置があります。

各（ 数指スレイパスラ 日現在）

※ 
務員の給与水準を示す指数です。

給料・手当 社会保険など 計
千円 千円 千円

◇総括

職員数
人　件　費

人件費給料 期末・　
勤勉手当

左記以外
の手当　 共済費等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

※ 『人件費』は、市長・副市長・教育長を含み、嘱託員や臨時職員、議員、
各種委員は含みません。
※ 『１人当たり人件費』は、退職手当や市長・副市長・教育長の給与は含み
ません。

全国市平均
88

98

96

94

92

90

100

類似団体平均 登別市

平成21年

平成26年

（平成26年度全会計決算）

（平成26年度全会計決算）

438 1,565,569 589,046 759,323 523,236 3,437,174 6,844

98.4 98.6 98.6
97.7

90.3

95.6

610,939 696,87285,933

一般行政職
技能労務職

39歳10カ月
49歳６カ月

294,419円
320,986円

364,756円
368,847円

174,200円
142,100円

174,200円
142,100円

次長  部長

37人
15.0%

22人
8.9%

67人
27.2%

63人
25.6%

41人
16.7%

８人
3.3%

８人
3.3%

261,214円

236,600円

359,847円

318,933円

303,086円

261,767円

1.375月分
(1.175月分)

1.225月分
(1.025月分)

0.750月分
(0.950月分)

0.750月分
(0.950月分)

4.1月分

20.445月分
29.145月分
41.325月分
49.590月分

25.556月分
34.583月分
49.590月分
49.590月分
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特別職などの報酬など 日現在）
区　　分 月　　額 期末手当の支給割合

給料

報酬 （一般職と同様に加
算措置があります）

◇勤務時間やその他の勤務条件

◇職員の服務の状況

分限処分
分限処分
の内容 事　由 該当職員数 処分の根拠法など

（その他の処分）
処分の種類 処分事案数 人数 処分の根拠法など

職員の懲戒処分並びに訓告及び
厳重注意の措置に関する基準　

職員の研修状況
基本研修 特別研修 自己啓発 計

◇職員数
部門別職員数 （各年4月1日現在）

区　　　分 職員数（人） 対前年増減数
　　　（人）

門
部
政
行
般
一

政
行
別
特部

　
　

門
普通会計合計

等
業
企
営
公会

計
部
門
総　 合 　計

※市長、副市長、教育長を除く。

◇職員の福祉および利益の保護の状況

健康診断受診状況
健康診断の種類 対象者数 受診者数
総合健康診査
定期健康診断

公務災害補償制度の適用状況
適用件数

○利益の保護の状況について

各（ 免任の員職 日現在）

区　分 平成 平成 平成 平成 平成

年度中の
新規採用者
年度中の
退職者

その他の手当 日現在）
手当名 内容と単価

扶養手当

住居手当

通勤手当

管 理 職
手　　当

特殊勤務
手　　当
※このほか、地域手当、夜勤手当、休日給、寒冷地手当、宿日
　直手当、単身赴任手当、災害派遣手当、管理職員特別勤務手
　当があります。

超過勤務手当 

◇平成26年度の職員の研修状況

◇平成26年度の職員の分限処分状況

99,256千円
275千円

112,645千円
318千円

平成26年度決算平成25年度決算

870,000千円
700,000千円
600,000千円
400,000千円
350,000千円
320,000千円

6月期    1.975月分
12月期    2.125月分
計　　　4.100月分

配偶者
配偶者以外の扶養親族　
配偶者がいない職員の扶養親族１人目　
満16歳の年度始めから満22歳の年度末
までの子１人当たりの加算額　

13,000円
6,500円
11,000円

5,000円

55,000円
31,600円
 56,392円
 45,360円
 36,320円
 49,630円
 37,536円
 28,740円

部長職
次長職
主幹職
部長職(再任用)
次長職(再任用)
主幹職(再任用)

19人

27年度26年度25年度24年度23年度

246人   722人     80人     1,048人

５人

１件
１件

訓告
厳重注意

１人
１人

291人
170人

288人
169人

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平
委員会に対して市当局により適当な措置がとられるべきこ
とを要求することができます。
　また、懲戒などの処分を受けた職員は、公平委員会に対
して不服申し立てができます。
　平成26年度においては、職員からこのような措置要求や
不服申し立てはありませんでした。

平成26年 　平成27年
5
75
23
83
26
2
7
14
35

15
13
23
51
438

270
34
83
117
387

5
69
23
80
26
2
7
15
36
263
35
84
119
382
15
13
24
52
434

△ 6

△ 3

1
1

△ 7
1
1
2

△ 5

1
1

△ 4

勤務時間　月曜日から金曜日までの９時から17時30
分まで（勤務時間が変則の勤務者は、1日につき7
時間45分となるように割り振る）
休憩時間　12時15分から13時まで
休日など　土・日曜日、祝日法による休日、年末年
始の休日（12月31日から翌年の１月５日まで）
休暇の種類　有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護
休暇（給与減額あり）

　職員は、地方公務員法で全体の奉仕者として公共の
利益のために勤務し、職務に専念すること（服務の根
本基準）が義務付けられており、このほかに『法令等
及び上司の職務上の命令に従う義務』をはじめとする
義務、禁止および制限事項が定められています。
　この服務規程に違反した場合は、懲戒処分の対象と
なるほか、状況によっては刑罰の対象になる場合があ
ります。

○

○
○

○

徴収・消防・ごみ取扱業務など15種類
従事する勤務の特殊性に応じて支給

○平成26年度の職員の福祉の状況

市職員の給与などの状況15


